
経済成長、
豊かさの
実現

国民生活の
安心安全の
確保

支払利息等、
動産・不動産賃借料

36.1兆円企業 の生み出す
付加価値
276.3兆円

政府
財源

社会
保障

社会保険料負担等(注3)
21.5兆円

法人税等(注2)
26.8兆円

給与総額(注4)

170.5兆円
（4,541万人の雇用）

法人税等を除く営業純益
21.4兆円

投投資

消費

(注1)

経
団
連
は
、
今
年
一
月
一
日
、
新
ビ
ジ
ョ
ン
「『
豊

か
で
活
力
あ
る
日
本
』
の
再
生
」
を
公
表
し
た
。
ビ

ジ
ョ
ン
で
は
、
今
か
ら
一
五
年
後
の
二
〇
三
〇
年
を

視
野
に
入
れ
、
目
指
す
べ
き
国
家
像
と
、
実
現
に
向

け
た
政
策
課
題
を
掲
げ
た
。
特
に
、
東
京
オ
リ
ン
ピ

ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
が
開
催
さ
れ
る
二
〇
二
〇

年
を
、
二
〇
三
〇
年
に
向
け
た
重
要
な
マ
イ
ル
ス
ト

ー
ン
と
位
置
付
け
、
そ
れ
ま
で
に
政
府
・
企
業
・
国

民
等
が
集
中
的
に
取
り
組
む
べ
き
課
題
を
整
理
し
て

い
る
。
経
団
連
は
、
本
ビ
ジ
ョ
ン
に
沿
っ
て
、
今
後

の
活
動
を
展
開
し
て
い
く
。

は
じ
め
に

〜
な
ぜ
今
ビ
ジ
ョ
ン
を
描
く
の
か

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
に
よ
り
、
経
済
再
生
へ
の
期
待
が

高
ま
り
つ
つ
あ
る
な
ど
、
日
本
に
と
っ
て
最
大
の
、

そ
し
て
最
後
と
も
い
え
る
好
機
が
到
来
し
て
い
る
。

他
方
、
先
行
き
は
、
本
格
的
な
人
口
減
少
や
、
社
会

保
障
給
付
費
の
急
速
な
増
加
、
原
発
停
止
に
伴
う
エ

ネ
ル
ギ
ー
問
題
、
経
常
収
支
赤
字
化
へ
の
懸
念
な
ど
、

課
題
が
山
積
し
て
い
る
。

明
る
い
未
来
を
切
り
拓
き
、
活
力
あ
る
経
済
・
社

会
を
次
代
へ
引
き
継
い
で
い
く
た
め
に
は
、
政
府
・

企
業
・
国
民
の
そ
れ
ぞ
れ
が
、
オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
で

日
本
再
興
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

政
府
は
、
企
業
活
動
が
国
民
生
活
の
豊
か
さ
を
生

み
出
す
原
動
力
で
あ
る
と
の
認
識
の
も
と
、
事
業
環

境
の
国
際
的
な
イ
コ
ー
ル
フ
ッ
テ
ィ
ン
グ
の
実
現
や

経
済
連
携
の
推
進
な
ど
に
取
り
組
む
。
さ
ら
に
、
国

民
生
活
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
で
あ
る
社
会
保
障

制
度
の
持
続
可
能
性
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
少
子

化
対
策
な
ど
に
も
取
り
組
み
、「
自
助
」「
共
助
」

「
公
助
」
に
よ
っ
て
国
民
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社

会
を
構
築
す
る
。

企
業
は
、
設
備
投
資
や
研
究
開
発
投
資
を
活
発
化

さ
せ
、「
積
極
経
営
」
を
通
じ
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

の
推
進
や
、
新
興
国
を
は
じ
め
と
す
る
世
界
の
成
長

の
積
極
的
な
取
り
込
み
、
大
胆
な
事
業
再
編
な
ど
に

よ
り
、
次
々
に
新
た
な
成
長
機
会
・
雇
用
機
会
を
国

内
で
創
出
し
、
自
ら
経
済
の
好
循
環
を
生
み
出
し
て

い
く
。

一
方
、
国
民
一
人
ひ
と
り
の
不
断
の
努
力
も
求
め

ら
れ
よ
う
。
国
民
は
、
自
ら
の
権
利
・
義
務
を
認
識

し
、「
自
主
」「
自
立
」「
自
己
責
任
」
の
原
則
の
も

と
に
行
動
す
る
必
要
が
あ
る
。

こ
う
し
た
点
を
踏
ま
え
、「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

と
「
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
」
が
経
済
活
力
の
源

泉
で
あ
る
と
の
認
識
の
も
と
、
二
〇
三
〇
年
の
あ
る

べ
き（
二
〇
二
〇
年
代
に
実
現
す
べ
き
）日
本
の
姿
を

描
く
こ
と
と
し
た
。

企
業
の
役
割
と
経
団
連
の
使
命

―
―

企
業
の
役
割

企
業
の
持
続
的
成
長
は
、
国
民
生
活
の
向
上
と
一

体
を
成
す
。
こ
の
こ
と
を
、
財
務
省
の
「
法
人
企
業

統
計
」
を
用
い
て
明
ら
か
に
し
た
の
が
図
表
１
で
あ

る
。企

業
の
経
済
活
動
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
る
年
間

の
付
加
価
値
は
、
二
〇
一
三
年
度
の
実
績
で
二
七

六
・
三
兆
円
。
こ
の
う
ち
六
割
強
の
一
七
〇
・
五
兆

円
が
給
与
に
回
り
（
注
１
）

、
約
四
五
四
〇
万
人
の

雇
用
を
維
持
・
創
出
す
る
こ
と
で
、
約
二

六
七
〇
万
世
帯
の
日
々
の
暮
ら
し
を
支
え

て
い
る
（
注
２
）
。
さ
ら
に
、
企
業
に
よ
る
税
・
社

会
保
険
料
の
負
担
額（
計
四
八
・
三
兆
円
）

は
、
国
民
生
活
の
安
心
・
安
全
の
基
盤
と

な
っ
て
い
る
。

国
民
生
活
を
一
層
豊
か
な
も
の
と
し
て

い
く
た
め
、
企
業
は
、
自
ら
主
体
的
に
リ

ス
ク
を
と
っ
て
、
設
備
投
資
・
研
究
開
発

投
資
な
ど
の
事
業
拡
大
投
資
を
行
い
、
積

極
的
に
成
長
機
会
を
創
出
す
る
こ
と
で
、

雇
用
機
会
・
賃
金
の
拡
大
に
努
め
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。

同
時
に
、
企
業
市
民
と
し
て
、
法
と
社

会
規
範
を
遵
守
し
、
顧
客
・
消
費
者
、
従

業
員
、
株
主
、
地
域
社
会
な
ど
幅
広
い
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
対
し
て
貢
献
し
て
い
く
。

企
業
は
、
経
営
資
源
を
効
率
的
に
配
分
し
、
持
続

的
に
付
加
価
値
を
高
め
て
い
く
た
め
の
基
盤
と
し
て
、

健
全
な
コ
ー
ポ
レ
ー
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
向
上
に
努

め
る
。

藤
川
淳
一

ふ
じ
か
わ

じ
ゅ
ん
い
ち

新
ビ
ジ
ョ
ン「『
豊
か
で
活
力
あ
る
日
本
』の
再
生
」

に
つ
い
て

総
合
政
策
委
員
会
企
画
部
会
長
／
東
レ
常
任
顧
問

（注１）国税庁「民間給与実態統計調査」によれば、２０１３年の金融・保険業を含む全産業の給与総額は２００．４兆円
（注２）世帯数は総務省「労働力調査」より概算。なお、金融・保険業を含めた場合、雇用者数は約４，６９０万人、
世帯数は約２，８４０万世帯となる

図表１ 企業の生み出す付加価値とその使われ方（２０１３年度）

（注１）ここでの企業の定義は、財務省「法人企業統計」の「金融・保険業を除く全産業」
（注２）「法人企業統計」における「法人税、住民税及び事業税」と「公租公課等」の合計
（注３）「法人企業統計」における「福利厚生費」のため、法定外福利費を含む
（注４）役員を含む

出所：財務省「平成２５年度法人企業統計年報」をもとに経団連事務局作成
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経
団
連
の
使
命
と
ア
ク
シ
ョ
ン

〜P
o
licy
&
A
ctio
n

今
回
の
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
、「
経
団
連
の
使
命
と
ア

ク
シ
ョ
ン
」
に
つ
い
て
も
、
し
っ
か
り
と
言
及
し
た
。

端
的
に
言
え
ば
、P

olicy
&
A
ction

で
あ
る
。

経
団
連
の
使
命
は
、
日
本
の
国
益
や
将
来
を
見
据

え
、「
企
業
と
企
業
を
支
え
る
個
人
や
地
域
の
活
力

を
引
き
出
し
、
経
済
の
自
律
的
な
発
展
と
国
民
生
活

の
向
上
に
寄
与
す
る
」
こ
と
で
あ
る
（
注
３
）
。

経
団
連
は
、
民
主
導
の
成
長
実
現
に
向
け
て
、
経

済
界
全
体
の
進
む
べ
き
方
向
性
を
示
し
、
企
業
の
積

極
果
敢
な
行
動
を
先
導
す
る
。
あ
わ
せ
て
、
ボ
ー
ダ

レ
ス
な
経
済
活
動
を
行
う
う
え
で
必
要
と
な
る
各
国

経
済
団
体
と
の
連
携
を
図
る
と
と
も
に
、
積
極
的
な

民
間
外
交
を
展
開
す
る
。
そ
の
際
、
時
代
の
潮
流
や

国
民
意
識
の
変
化
に
合
わ
せ
て
、
経
団
連
自
身
の
不

断
の
改
革
努
力
を
行
い
、
進
化
を
続
け
て
い
く
。

ま
た
、
日
本
経
済
の
再
生
に
は
地
域
経
済
の
発
展

が
不
可
欠
と
の
認
識
の
も
と
、
経
団
連
は
地
域
経
済

の
発
展
に
向
け
て
、
日
本
商
工
会
議
所
や
地
方
経
済

団
体
等
と
の
連
携
を
従
来
よ
り
も
さ
ら
に
深
め
、
政

治
・
行
政
に
対
し
て
積
極
的
に
政
策
提
言
・
働
き
か

け
を
行
う
。

デ
フ
レ
か
ら
の
脱
却
と
日
本
再
興
に
向
け
た
正
念

場
に
あ
る
今
、
経
団
連
は
、
政
治
・
行
政
と
の
意
思

疎
通
を
密
に
し
、
現
下
の
難
局
を
乗
り
越
え
る
べ
く
、

積
極
的
に
提
言
し
、
豊
か
で
活
力
あ
る
国
民
生
活
の

実
現
に
向
け
て
自
ら
も
果
敢
に
行
動
す
る
。

二
〇
三
〇
年
ま
で
に
目
指
す
べ
き

国
家
像

ビ
ジ
ョ
ン
で
は
、
二
〇
三
〇
年
ま
で
に
目
指
す
べ

き
国
家
像
を
、

１.

豊
か
で
活
力
あ
る
国
民
生
活
を
実
現
す
る

２.

人
口
一
億
人
を
維
持
し
、
魅
力
あ
る
都
市
・
地

域
を
形
成
す
る

３.

成
長
国
家
と
し
て
の
強
い
基
盤
を
確
立
す
る

４.

地
球
規
模
の
課
題
を
解
決
し
世
界
の
繁
栄
に
貢

献
す
る

の
四
つ
に
集
約
し
た
。

日
本
と
し
て
は
、
こ
れ
ら
四
つ
の
国
家
像
を
目
指

す
な
か
で
、
が
ん
ば
っ
た
者
が
報
わ
れ
る
社
会
を
構

築
し
、

�
若
者
が
日
本
国
民
で
あ
る
こ
と
に
誇
り
を
持
ち
、

チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
を
発
揮
し
、
希
望
あ
る
未
来
を

切
り
拓
い
て
い
け
る
国

�
世
界
か
ら
信
頼
さ
れ
、
尊
敬
さ
れ
る
国

を
実
現
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

以
下
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
家
像
に
つ
い
て
の
具
体

的
な
イ
メ
ー
ジ
で
あ
る
。

１.

豊
か
で
活
力
あ
る
国
民
生
活
を
実
現
す
る

�
国
内
の
潜
在
力
を
最
大
限
に
発
揮
す
る
と
と
も
に
、

海
外
の
活
力
を
積
極
的
に
取
り
込
む
こ
と
で
、
Ｇ

Ｄ
Ｐ
と
Ｇ
Ｎ
Ｉ
が
と
も
に
名
目
三
％
、
実
質
二
％

程
度
で
持
続
的
に
成
長
し
て
い
る
。

�
国
民
生
活
を
大
き
く
変
革
す
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

が
民
間
企
業
・
大
学
・
研
究
機
関
な
ど
か
ら
続
々

と
生
ま
れ
、
誰
も
が
「
将
来
の
生
活
は
よ
り
豊
か

に
な
る
」
と
の
期
待
を
持
ち
続
け
て
い
る
。

�
意
欲
・
能
力
あ
る
若
者
や
女
性
、
高
齢
者
な
ど
、

誰
も
が
い
き
い
き
と
働
き
、
持
て
る
能
力
を
最
大

限
に
発
揮
す
る
こ
と
で
、
一
人
ひ
と
り
が
自
ら
の

望
む
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
実
現
し
て
い
る
。

�
ビ
ジ
ネ
ス
か
ら
健
康
増
進
ま
で
あ
ら
ゆ
る
分
野
に

お
い
て
、
企
業
・
国
民
が
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
ー
の
確
保
さ
れ
た
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
利
活
用
す
る
こ
と

に
よ
り
、
安
全
・
安
心
な
生
活
を
営
ん
で
い
る
。

�
企
業
自
ら
産
業
の
新
陳
代
謝
に
取
り
組
み
、
数
多

く
の
新
産
業
・
新
事
業
を
生
み
続
け
て
い
る
。

２.

人
口
一
億
人
を
維
持
し
、
魅
力
あ
る
都
市
・
地

域
を
形
成
す
る

�
人
口
減
少
・
高
齢
化
の
進
展
に
適
切
に
対
応
し
、

五
〇
年
後
も
一
億
人
の
安
定
し
た
人
口
構
造
を
維

持
で
き
る
社
会
構
造
を
、
二
〇
三
〇
年
ま
で
に
構

築
し
て
い
る
。

�
世
界
有
数
の
規
模
を
誇
る
高
度
な
国
内
市
場
が
、

新
た
な
需
要
創
造
の
中
心
と
な
っ
て
い
る
。

�
子
育
て
世
代
が
安
心
し
て
「
子
育
て
」
と
「
仕
事
」

を
両
立
で
き
る
環
境
を
整
備
し
て
い
る
。

�
幅
広
い
外
国
人
材
が
日
本
人
と
共
生
し
、
協
働
す

る
こ
と
に
よ
り
、
日
本
の
発
展
に
貢
献
し
て
い
る
。

�
若
者
に
と
っ
て
魅
力
あ
る
自
立
可
能
な
地
方
拠
点

都
市
と
広
域
経
済
圏
を
形
成
す
る
こ
と
で
、
大
都

市
か
ら
地
方
へ
の
人
の
流
れ
が
生
じ
、
結
果
と
し

て
、
人
口
集
中
も
緩
和
し
て
い
る
。

�
地
域
の
イ
ノ
ベ
ー
テ
ィ
ブ
な
取
り
組
み
に
よ
り
、

地
場
産
業
は
新
た
な
技
術
や
ビ
ジ
ネ
ス
を
創
造
し
、

農
業
や
観
光
な
ど
は
新
た
な
成
長
産
業
と
し
て
生

ま
れ
変
わ
る
こ
と
で
、
地
域
経
済
が
活
性
化
し
、

世
界
の
需
要
を
取
り
込
み
、
一
層
発
展
し
て
い
る
。

�
都
市
は
、
世
界
か
ら
幅
広
い
企
業
・
人
材
を
集
め
、

新
技
術
・
新
産
業
を
生
み
出
す
グ
ロ
ー
バ
ル
拠
点

と
し
て
、
世
界
の
都
市
間
競
争
で
優
位
を
誇
る
存

在
と
な
っ
て
い
る
。

３.

成
長
国
家
と
し
て
の
強
い
基
盤
を
確
立
す
る

�
事
業
環
境
の
国
際
的
イ
コ
ー
ル
フ
ッ
テ
ィ
ン
グ
を

実
現
し
、
優
れ
た
競
争
力
を
持
っ
た
企
業
が
国
内

で
事
業
活
動
を
展
開
す
る
と
と
も
に
、
世
界
か
ら

日
本
へ
の
投
資
も
進
展
し
て
い
る
。

�
国
家
存
立
の
前
提
と
な
る
財
政
制
度
や
、
国
民
生

活
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
で
あ
る
社
会
保
障
制

度
の
健
全
性
と
持
続
可
能
性
を
確
保
し
て
い
る
。

�
新
た
な
成
長
産
業
の
育
成
や
、
円
滑
な
資
金
調
達

を
可
能
と
す
る
金
融
・
資
本
市
場
の
活
性
化
を
実

現
し
て
い
る
。

�
若
者
の
可
能
性
を
最
大
限
に
伸
ば
す
教
育
環
境
を

整
備
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
躍
し
、
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
を
生
み
出
せ
る
高
度
人
材
を
数
多
く
輩
出
し

て
い
る
。

�
防
災
・
減
災
や
国
土
強
靭
化
に
向
け
た
取
り
組
み

が
進
み
、
国
民
・
企
業
が
安
心
し
て
経
済
活
動
を

行
え
る
環
境
を
構
築
し
て
い
る
。

�
道
州
制
が
実
現
し
、
電
子
行
政
に
よ
る
行
政
運
営

の
効
率
化
と
相
ま
っ
て
、
国
民
生
活
の
利
便
性
が

高
ま
っ
て
い
る
。

�
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
確
保
に
向
け
、

海
洋
資
源
開
発
を
通
じ
た
技
術
開
発
や
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
に
よ
り
、
日
本
の
独
自
の
資
源
開
発
が
進

ん
で
い
る
。

４.

地
球
規
模
の
課
題
を
解
決
し
世
界
の
繁
栄
に
貢

献
す
る

�
気
候
変
動
、
資
源
・
水
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
自
然
災

害
、
貧
困
、
飢
餓
、
疫
病
、
医
療
・
健
康
な
ど
、

世
界
人
類
が
直
面
す
る
地
球
規
模
の
課
題
解
決
に

向
け
て
、
日
本
が
中
心
的
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

�
Ｏ
Ｄ
Ａ（
政
府
開
発
援
助
）を
は
じ
め
と
す
る
経
済

協
力
を
通
じ
て
、
途
上
国
の
発
展
に
貢
献
し
、
国

際
社
会
の
平
和
と
安
定
に
重
要
な
役
割
を
果
た
し

て
い
る
。

�
最
先
端
の
医
療
サ
ー
ビ
ス
や
、
優
れ
た
ヘ
ル
ス
ケ

ア
産
業
を
海
外
に
展
開
し
、
世
界
の
国
々
に
お
け

る
医
療
水
準
の
向
上
や
健
康
寿
命
の
延
伸
に
貢
献

（注３）経団連の定款第３条より
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2020年度 2025年度 2030年度 2015-2030年度平均

名目GDP成長率

（名目GDP規模）

[名目GNI成長率]

+1.1％

(543兆円)

[+1.1％]

+1.2％

(577兆円)

[+1.2％]

+1.3％

(615兆円)

[+1.3％]

+1.3％

─

[+1.3％]

実質GDP成長率

（実質GDP規模）

[実質GNI成長率]

+0.7％

(552兆円)

[+0.6％]

+0.8％

(574兆円)

[+0.8％]

+0.9％

(599兆円)

[+0.8％]

+0.8％

─

[+0.8％]

プライマリーバランス
対名目GDP比 ▲4.6％ ▲5.4％ ▲6.5％ ─

長期債務残高
対名目GDP比

（実額）

272.6％

(1480兆円)

387.1％

(2235兆円)

536.9％

(3301兆円)
─

し
て
い
る
。

�
本
格
的
な
人
口
減
少
・
高
齢
化
を
経
験
し
た
国
と

し
て
、
そ
こ
か
ら
生
じ
る
諸
課
題
を
克
服
し
、
ア

ジ
ア
な
ど
の
後
続
の
国
々
に
対
し
、
新
た
な
成
長

モ
デ
ル
を
提
示
す
る
「
課
題
解
決
先
進
国
」
と
し

て
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

�
日
本
が
さ
ま
ざ
ま
な
地
球
規
模
の
課
題
を
解
決
し
、

世
界
の
繁
栄
に
貢
献
し
て
い
く
な
か
で
、
国
際
社

会
か
ら
厚
く
信
頼
さ
れ
、
高
い
評
価
を
受
け
て
い

る
。

目
指
す
べ
き
国
家
像
の

実
現
に
向
け
た
課
題

目
指
す
べ
き
国
家
像
を
実
現
す
る
た
め
の
鍵
と
な

る
の
は
、「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
と
「
グ
ロ
ー
バ
リ

ゼ
ー
シ
ョ
ン
」
で
あ
る
。

「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
に
は
、
二
つ
の
意
味
が
あ
る
。

一
つ
は
、
果
敢
に
研
究
開
発
や
技
術
開
発
に
挑
戦
し
、

新
た
な
産
業
・
新
事
業
を
起
こ
す
、
い
わ
ゆ
る
「
技

術
革
新
」
で
あ
る
。

も
う
一
つ
は
、
旧
来
の
制
度
や
慣
行
と
、
そ
の
根

底
に
あ
る
国
民
的
な
意
識
や
社
会
的
な
通
念
を
変
革

す
る
「
社
会
・
制
度
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
で
あ
る
。

こ
れ
ら
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
を
通
じ
て
、
日

本
の
潜
在
的
な
活
力
を
最
大
限
に
引
き
出
し
て
い
く

こ
と
が
可
能
と
な
る
。

「
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
」
は
、
日
本
の
強
み
や

魅
力
な
ど
を
世
界
に
向
け
て
発
信
し
つ
つ
、
海
外
の

活
力
・
成
長
を
積
極
的
に
取
り
込
ん
で
い
く
こ
と
で

あ
る
。
同
時
に
、
世
界
へ
の
門
戸
を
大
き
く
開
く
こ

と
で
、
多
種
多
様
な
文
化
・
価
値
観
を
持
つ
世
界
の

人
々
と
の
つ
な
が
り
が
生
ま
れ
、
新
た
な
知
識
の
伝

播
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
も
期
待
さ
れ
る
。

ま
た
、
経
済
・
貿
易
の
ル
ー
ル
メ
イ
キ
ン
グ
に
際
し

て
は
、
日
本
が
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
発
揮
し
、
自
由

で
公
正
・
公
平
な
取
引
環
境
を
整
備
し
て
い
く
こ
と

も
求
め
ら
れ
る
。

天
然
資
源
の
乏
し
い
日
本
に
お
い
て
は
、
国
内
の

あ
り
と
あ
ら
ゆ
る
資
源
を
活
用
し
、「
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
」
と
「
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
」
を
進
め
て

い
く
こ
と
で
、
持
続
的
成
長
の
源
泉
が
生
み
出
さ
れ

る
。以

上
の
視
点
を
踏
ま
え
つ
つ
、
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
政

府
・
企
業
・
国
民
等
が
取
り
組
む
べ
き
課
題
と
し
て
、

三
つ
の
総
合
課
題
と
、
目
指
す
べ
き
国
家
像
そ
れ
ぞ

れ
に
対
応
す
る
二
八
の
個
別
課
題
を
整
理
し
た
。

総
合
課
題
に
つ
い
て
は
、

１.

震
災
復
興
の
加
速
化
と
新
し
い
東
北
の
実
現

２.

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
成

功
３.

時
代
を
牽
引
す
る
新
た
な
基
幹
産
業
の
育
成

を
掲
げ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、「
３.

時
代
を
牽
引
す
る
新
た
な
基

幹
産
業
の
育
成
」
で
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
グ
ロ

ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
を
通
じ
て
、
時
代
を
牽
引
す
る

新
た
な
基
幹
産
業
を
育
て
て
い
く
こ
と
が
不
可
欠
で

あ
る
と
の
認
識
の
も
と
、
将
来
の
基
幹
産
業
と
な
り

得
る
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
秘
め
た
産
業
と
し
て
、「In-

ternet
of
T
hings

」「
人
工
知
能
・
ロ
ボ
ッ
ト
」

「
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
」「
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
」

「
海
洋
資
源
開
発
」「
航
空
・
宇
宙
」
の
六
つ
に
つ
い

て
、
そ
の
重
要
性
お
よ
び
育
成
に
向
け
た
課
題
を
示

し
て
い
る
。

そ
れ
ぞ
れ
の
国
家
像
に
対
応
す
る
個
別
課
題
に
つ

い
て
は
、「
二
〇
二
〇
年
お
よ
び
二
〇
三
〇
年
の
到
達

目
標
」
を
明
記
し
た
う
え
で
、
政
府
・
企
業
・
国
民

等
が
直
ち
に
取
り
組
む
べ
き
課
題
を
列
記
し
て
い
る
。

例
え
ば
、
国
家
像
「
１.

豊
か
で
活
力
あ
る
国
民

生
活
を
実
現
す
る
」
に
対
応
す
る
個
別
課
題
の
一
つ

「
新
た
な
通
商
戦
略
の
構
築
」
で
は
、
二
〇
二
〇
年

の
到
達
目
標
と
し
て
、「
Ｆ
Ｔ
Ａ
Ａ
Ｐ（
ア
ジ
ア
太
平

洋
自
由
貿
易
圏
）が
実
現
し
、
日
本
の
Ｆ
Ｔ
Ａ（
自
由

貿
易
協
定
）カ
バ
ー
率
八
〇
％
」
と
い
っ
た
具
体
的

な
数
値
を
掲
げ
、
二
〇
三
〇
年
の
目
標
に
は
、「
高

水
準
の
多
角
的
自
由
貿
易
投
資
体
制
の
確
立
」
を
示

し
た
。

さ
ら
に
、こ
れ
ら
の
目
標
を
実
現
す
る
た
め
、「
二

〇
二
〇
年
を
見
据
え
、直
ち
に
取
り
組
む
べ
き
課
題
」

と
し
て
、
政
府
は
「
Ｆ
Ｔ
Ａ
Ａ
Ｐ
の
中
核
と
な
る
Ｔ

Ｐ
Ｐ（
環
太
平
洋
経
済
連
携
協
定
）の
早
期
実
現
」、

企
業
は
「
各
種
国
際
会
議
へ
の
積
極
的
参
加
や
ル
ー

ル
メ
イ
キ
ン
グ
へ
の
関
与
」、
経
団
連
は
「
各
国
の

経
済
団
体
と
の
協
力
・
啓
発
活
動
」
な
ど
、
そ
れ
ぞ

れ
の
課
題
を
列
記
し
て
い
る
。

ま
た
、
国
家
像
「
３.

成
長
国
家
と
し
て
の
強
い

基
盤
を
確
立
す
る
」
に
対
応
す
る
個
別
課
題
の
一
つ

「
少
子
化
対
策
の
推
進
」
に
お
い
て
も
、
二
〇
二
〇

年
に
「
子
育
て
世
代
に
や
さ
し
い
環
境
の
構
築
」、

二
〇
三
〇
年
に
は
「
家
族
関
係
社
会
支
出
の
対
Ｇ
Ｄ

Ｐ
比
三
％
台
」、「
人
口
一
億
人
を
維
持
す
る
目
途
の

確
立
」
な
ど
の
目
標
を
掲
げ
た
う
え
で
、
国
・
地
方

自
治
体
、
企
業
・
経
団
連
、
国
民
が
取
り
組
む
べ
き

課
題
を
そ
れ
ぞ
れ
明
記
し
た
。

二
〇
三
〇
年
の
日
本
経
済
・

産
業
の
姿

―
―

現
状
を
放
置
し
た
場
合
の
マ
ク
ロ
経
済
の
姿

ビ
ジ
ョ
ン
で
は
、
こ
れ
ら
の
改
革
を
一
切
行
わ
ず
、

現
状
を
放
置
し
た
場
合
の
経
済
・
財
政
の
姿
に
つ
い

て
、
マ
ク
ロ
経
済
モ
デ
ル
に
よ
る
定
量
的
試
算
を
行

っ
た
〔
図
表
２
参
照
〕。

第
一
に
、
国
民
生
活
を
豊
か
に
す
る
飛
躍
的
な
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
や
、
事
業
環
境
の
イ
コ
ー
ル
フ
ッ
テ

ィ
ン
グ
は
実
現
せ
ず
、
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
に

よ
っ
て
世
界
経
済
の
成
長
を
取
り
込
む
こ
と
も
で
き

な
い
。
結
果
と
し
て
、
二
〇
三
〇
年
度
時
点
の
名
目

Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
六
一
五
兆
円
、
国
民
一
人
あ
た
り
で
は
約

五
三
〇
万
円
に
と
ど
ま
る
。

第
二
に
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
は
一
向
に
進

ま
ず
、
財
政
規
律
は
悪
化
の
一
途
を
た
ど
る
。
こ
う

し
た
状
況
を
受
け
て
、
日
本
国
債
に
対
す
る
市
場
の

信
認
は
失
わ
れ
、
長
期
金
利
は
欧
州
債
務
危
機
に
直

面
し
た
南
欧
諸
国
並
み
の
水
準
ま
で
上
昇
す
る
。
プ

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
赤
字
額
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
、

マ
イ
ナ
ス
六
・
五
％
ま
で
悪
化
し
、
長
期
債
務
残
高

図表２ 現状を放置した場合のマクロ経済の姿
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2020年度 2025年度 2030年度 2015-2030年度平均

名目GDP成長率
（名目GDP規模）
[名目GNI成長率]

+3.4％
(595兆円)
[+3.4％]

+3.4％
(701兆円)
[+3.6％]

+3.6％
( 833兆円)
[+4.0％]

+3. 2％
─

[+3. 4％]

実質GDP成長率
（実質GDP規模模）
[実質GNI成

規
成長率]

+2.3％
(578兆円)
[+2.3％]

+2.3％
(646兆円)
[+2.6％]

+2.6％
(731兆円)
[+3.0％]

+2. 0％
─

[+2. 1％]

プライマリーバランス
対名目GDP比 +0. 4％ +2.6％ +2.9％ ─

長期債務残高
対名目GDP比
（実額）

187.8％

( 1118兆円)

162.4％

( 1139兆円)

140.0％

( 1166兆円)
─

医医療・・健康 最先端医療やヘルスケア産業の海外展開、等 +13兆円
エネルギー 環境・資源・エネルギー分野の技術の高度化、等 +22兆円

農業・・食 +20兆円６次産業化による市場拡大、輸出の促進、等

訪日外国人観光客3,000万人の達成、等

グローバリゼーション +23兆円FTAAP構築、インフラシステムの海外展開、等

観光 +14兆円

重要インフラ +10兆円国際競争力強化に資する社会資本の重点整備、等

ジャパンブランド ++6兆円優れたコンテンツなどの海外展開、等

Interrnet of Thinggss

約+100兆円

インターネットと既存産業の融合による新たなビジネスの創出

人工知能・ロボット

海洋資源開発

スマートシティ
バイオテクノロジー

人工知能・ロボットのもたらす生産性改善と市場の創出

世界海洋資源開発でのｼｪｱ拡大/日本周辺海域の開発推進

新たな都市設計・開発（まちづくり）による市場の創造

バイオ技術進展による産業創出（バイオ医薬・バイオ素材等）

等

等
航空・宇宙 国産ジェット機開発・生産の進展、宇宙開発利用の推進

新産業の創出

（2013年度比）
約+110兆円

既存産業の
競争力強化

（2013年度比）
約+210兆円

全産業の
付加価値規模

既
存
産
業
群

新
産
業
群

 

① 政府研究開発投資対ＧＤＰ比 1％、官民合わせて 4％を実現した場合の投資や生産性への効果

を推計のうえ、反映（ＴＦＰ成長率は、2014年度を 0.6％とし、2020年度にかけて 1.8％ま

で段階的に成長）。

 ② 経済連携協定の一層の推進や、新興国における成長のボトルネック解消により、世界貿易規

模が段階的に拡大。これに伴い輸出が増加。 

③ 農林水産物・食品の輸出額が2020年度に 1兆円、2030年度に 5兆円を達成するとして輸出

を押し上げ。 

④ 女性・若者・高齢者の活躍推進、外国人材の積極的受け入れにより、2030年度時点における

労働力人口は、現状を放置した場合の推計値（約 5,680万人）に比べて約 600万人増加し、

6,200万人台を維持。 

⑤ 2020年までに訪日外国人旅行者数2000万人、2030年までに訪日外国人旅行者数3000万人を

達成した場合の消費の増加分を推計のうえ、反映。 

⑥ 法人実効税率は、2015年度から引き下げを開始し、2017年度に29％とする。試算上では、

その後、2018年度から 1％ずつ引き下げ、2021年度に25％と置く。 

⑦ 社会保障給付の重点化・効率化により、給付の伸び率を名目成長率以下に抑制。 

⑧ 消費税率を2017年度に10％まで引き上げ、その後もさらなる歳入改革を進める。試算上で

は、消費税率換算で2018年度に 2％、2019年度から2025年度にかけて 1％ずつ引き上げ、最

終的に19％とした場合の税収増を見込む（複数税率の導入は考慮に入れていない）。 

⑨ 行政改革による歳出効率化を通じ、実質政府支出の伸び率を 1.5％以下に抑制。 

⑩ 長期金利は2020年度まで 1％で据え置き、2030年度にかけて段階的に 3.5％まで引き上げ。 

⑪ 為替レートは推計期間中、1ドル＝100円で固定。 

の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
も
無
限
に
増
大
を
続
け
る
危
機
的
状

況
と
な
る
。

―
―

ビ
ジ
ョ
ン
を
実
現
し
た
場
合
の

マ
ク
ロ
経
済
の
姿

現
状
を
放
置
し
、
手
を
こ
ま
ね
い
て
い
て
は
、
明

る
い
未
来
を
切
り
拓
く
こ
と
は
到
底
で
き
な
い
。
そ

こ
で
、
ビ
ジ
ョ
ン
で
掲
げ
た
改
革
の
着
実
な
実
行
に

よ
り
、
ど
の
よ
う
な
成
長
経
路
が
実
現
さ
れ
、
財
政

の
持
続
可
能
性
は
確
保
さ
れ
る
の
か
、
と
い
っ
た
点

に
つ
い
て
、
一
定
の
前
提
条
件
の
下
で
試
算
を
行
っ

た
〔
図
表
３
参
照
〕。

第
一
に
、
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
生

産
性
の
向
上
や
、
グ

ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ

ン
に
よ
る
海
外
需
要

の
獲
得
、
事
業
環
境

の
国
際
的
イ
コ
ー
ル

フ
ッ
テ
ィ
ン
グ
な
ど

の
改
革
を
す
べ
て
実

行
す
る
こ
と
に
よ
り
、

名
目
三
％
、
実
質
二

％
程
度
の
持
続
的
成

長
が
実
現
す
る
。
結

果
と
し
て
、
二
〇
三

〇
年
度
時
点
の
名
目

Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
約
八
三
〇

兆
円
、
国
民
一
人
あ
た
り
約
七
〇
〇
万
円
ま
で
拡
大

す
る
。

第
二
に
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
を
は
じ
め
と

す
る
財
政
再
建
へ
の
取
り
組
み
や
、
行
政
改
革
へ
の

取
り
組
み
を
通
じ
た
歳
出
の
効
率
化
な
ど
に
よ
り
、

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
は
二
〇
二
〇
年
度
に
黒
字

化
し
、
長
期
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
も
緩
や
か
に

低
下
す
る
。

な
お
、
試
算
の
前
提
条
件
は
図
表
４
の
と
お
り
で

あ
る
。

―
―

ビ
ジ
ョ
ン
を
実
現
し
た
場
合
の
産
業
構
造
の
姿

最
後
に
、
み
ず
ほ
銀
行
産
業
調
査
部
の
協
力
を
得

て
、
ビ
ジ
ョ
ン
を
実
現
し
た
場
合
の
二
〇
三
〇
年
の

産
業
構
造
の
姿
を
描
い
た
〔
図
表
５
参
照
〕。

既
存
産
業
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
非
連
続

的
な
生
産
性
の
向
上
や
、「
モ
ノ
」
と
「
サ
ー
ビ
ス
」

と
い
っ
た
業
際
間
の
融
合
、
さ
ら
に
は
、
グ
ロ
ー
バ

リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
海
外
需
要
の
獲
得
を
通
じ
て

競
争
力
を
強
化
し
、
付
加
価
値（
実
質
ベ
ー
ス
、
以

下
同
様
）を
二
〇
一
三
年
度
比
で
約
一
一
〇
兆
円
拡

大
さ
せ
る
。
さ
ら
に
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
生

産
性
の
向
上
と
、
業
際
間
の
融
合
を
通
じ
て
、
新
産

業
も
国
内
で
続
々
と
生
ま
れ
、
二
〇
三
〇
年
に
は
新

た
に
約
一
〇
〇
兆
円
の
付
加
価
値
を
創
出
す
る
。

結
果
と
し
て
、
全
産
業
の
付
加
価
値
規
模
は
、
二

〇
一
三
年
度
比
で
約
プ
ラ
ス
二
一
〇
兆
円
と
な
る
。

結
び

〜「
豊
か
で
活
力
あ
る
日
本
」
の

再
生
に
向
け
た
経
団
連
の
決
意

日
本
経
済
は
、
長
引
く
デ
フ
レ
に
よ
る
縮
小
均
衡

か
ら
脱
却
で
き
る
か
否
か
の
正
念
場
に
あ
る
。
現
状

に
安
住
し
、
不
作
為
を
続
け
、
改
革
を
先
送
り
に
す

れ
ば
、
日
本
に
未
来
は
無
く
、
わ
れ
わ
れ
は
、
後
世

の
歴
史
家
か
ら
厳
し
い
指
弾
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
。

そ
の
よ
う
な
日
本
に
絶
対
し
て
は
な
ら
な
い
。
ま

ず
は
、
こ
う
し
た
危
機
感
を
国
全
体
で
共
有
し
、
旧

来
の
制
度
や
慣
行
と
、
そ
の
根
底
に
あ
る
国
民
的
な

意
識
や
社
会
的
な
通
念
を
イ
ノ
ベ
ー
ト
す
る
こ
と
が

必
要
で
あ
る
。

成
熟
し
た
社
会
の
改
革
に
は
多
大
な
エ
ネ
ル
ギ
ー

が
必
要
と
な
る
。
本
ビ
ジ
ョ
ン
に
記
し
た
一
つ
一
つ

の
課
題
を
乗
り
越
え
て
い
く
う
え
で
、
痛
み
や
摩
擦

を
厭
わ
な
い
勇
気
と
挑
戦
す
る
行
動
力
が
求
め
ら
れ

る
。経

団
連
は
、「
豊
か
で
活
力
あ
る
日
本
」
の
再
生

に
向
け
て
、
未
来
志
向
で
積
極
果
敢
に
行
動
し
、
経

済
界
を
先
導
し
て
い
く
。

図表３ ビジョンを実現した場合のマクロ経済の姿

図表４ 試算の前提条件図表５ ビジョンを実現した場合の産業構造の姿

（注）数値は実質ベースの付加価値

出所：みずほ銀行産業調査部の試算をもとに、経団連事務局作成
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